
は じ め に

不平等には，相対的な不平等と絶対的な不平等とがある。ある所得分配にお

いてすべての所得が等比例的に増加した場合，相対的な不平等は不変だが，絶

対的な所得差は増大する。また，ある所得分配においてすべての所得が等額増

加した場合，絶対的な不平等は不変だが，相対的な所得較差は低下する。いわ

ゆるローレンツ曲線は，相対的な不平等性を評価する擬順序に対応し，絶対型

ローレンツ曲線1)は，絶対的な不平等性を評価する擬順序に対応する。

Kolm（１９６９，１９７６，１９７６a）が不平等性の絶対性と相対性とを公平に分析し

て以降 Blackorby＝Donaldson（１９８０），Shorrocks（１９８３），Moyes（１９８７）およ

び Ebert（１９８８，１９８８a）などにおいて，「絶対性」を支持する，あるいは無視

しない理論的議論が盛んになっているが2)，「絶対型ローレンツ擬順序」による

分配の実証的評価の試みは，それを実証的に取り扱うことに種々の困難が伴う

ために，拙稿（１９８０，１９８６，１９９１）以外に，ほとんどみられないようである3)。

1) Moyes (1987).
2) 「不平等性」を不公平に取り扱うべきでないという Kolm（1976, 1976a）の論調に
忠実に従って，相対的および絶対的不平等性の評価を論じている文献として他に倉
林・八束（1976），Chakravarty（1990）などがある。

3) 通常のローレンツ擬順序を用いた分配に関する実証分析は，例えば拙稿（1980，1981，
1986，1991，1995）など多数ある。
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実証的研究に伴う難点とは，例えば絶対的不平等を処理するためには，国際比

較の場合，各国の為替レートを考慮する必要があるし，時系列比較の場合には，

物価指数で所得値を実質化する必要があるなどである。実際，我が国に関する

上記の実証研究においては，時点を固定した横断面比較しか試みられていない。

そこで，小論の主たる目的は，１９７０年代半ばから２１世紀の初頭にかけての所得

分配の不平等性の時系列変動を絶対型および相対型基数測度によって明らかに

し，通常型，一般化および絶対型ローレンツ曲線によって，基数測度による実

証結果の頑健性を調べることである。その際，絶対的不平等に係わる測定にお

いては実質所得が用いられ，絶対測度として Kolm測度が，相対測度としては，

多数あるなかからこの研究分野において頻繁に用いられている Gini係数，Theil

測度および Atkinson測度が採用される。

１．不平等測度

１．１所得不平等測度

n 人の個人からなる社会において，個人を表す添字 i の集合を

N 1,2,...,n ．

で表す。また，x（i）で個人 i の所得を表すとき，所得ベクトル

x (x(1),x(2),...,x(n))

を所得分配という。不平等測度とはベクトルのスカラー表示であり，実数値関

数

I :Rn R1

で表される。ここに，R n
＋は n 次元ユークリッド空間の非負象限である。通常

２つの分配 x，y にたいして，

I(x) I(y),I(x) I(y)

であるとき，各々「分配 x は分配 y より平等である」，「分配 x と分配 y とは

無差別である」という。

さて，一般的に，ものごとを制限する条件が少ないほど自由度は大きくなる

が，上のような関数 I（）の集合の中で，最低限次の２つの条件を満たす関数が
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所得不平等測度と呼ばれている。

（A）無名性：個人所得の並べ変えによって，不平等度は変化しない。

（TP）ピグー・ドルトンの移転原理：高所得者から低所得者への，所得順

位を逆転させることのない所得移転によって，不平等度は減少する。

性質（A）は測度が対称であることを意味しており，任意の置換行列 P を用

いて，

I(x) I(Px).

と表わせる。性質（TP）は「公平選好」を意味しているから，不平等論にお

いて本質的である。２つの分配 x，y において，x が累進的移転によって，y

から得られるとき，（TP）は，

I(x) I(y)

が成り立つことを要請しているのである。また，性質（TP）は測度 I（）が S凸

であることと同等であり，S凸性は任意の重確率行列 B を用いて，

I(Bx) I(x)

と表わせる。

１．２相対性と絶対性

性質（A）および（TP）を満たす不平等測度による所得分配の比較に際して，

分配の平均所得が同一であることが前提になっている。それゆえ，平均所得が

異なる分配の不平等性を比較するためには，この２つの性質以外の価値判断を

追加する必要がある。そこで，総所得の変化に，測度がどのように反応するの

かについての価値判断を提示するのが，論理の自然な流れであろう。そのよう

な価値判断は，Dalton（１９２０），Kolm（１９７６）および（１９７６a）において，次の

ように提示されている。

相対性：すべての個人所得が等比例的に変化した場合に，不平等性がどのよ

うに変化するのかを規定する。

（RI）相対不変性

I(cx) I(x),c 0.
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（RD）相対縮小性

I(cx) I(x),c 1. I(cx) I(x),c 1.

（RE）相対拡大性

I(cx) I(x),c 1. I(cx) I(x),c 1.

絶対性：すべての個人所得が等額変化した場合に，不平等性がどのように変

化するのかを規定する。

（AI）絶対不変性

I(x c 1n ) I(x).

ここに，1n はすべての要素が１に等しい n 次元ベクトルを表わす。

（AD）絶対縮小性

I(x c 1n ) I(x),c 0. I(x c 1n ) I(x),c 0.

（AE）絶対拡大性

I(x c 1n ) I(x),c 0. I(x c 1n ) I(x),c 0.

相対性と絶対性とは4)，習慣的に各々（RI）と（AI）とを指すので，前者を

満たす測度を相対（不変）測度，後者を満たす測度を絶対（不変）測度と各々

呼び，各々 Ir，Ia と書くことにする。不平等性の順序付けにおいて，測度 Ir

と測度 Ia とは一般的に同一の結果をもたらさないことはよく知られている5)。

なぜなら，不平等性の概念には各々異なる方向を目指す種々の側面があり，測

度によって浮彫りにされる側面が異なり6)，ここでの相対不変性と絶対不変性

との違いはおおきい7)。小論においては，絶対測度として Kolm測度 Kが採用

され，相対測度としては，幾多あるなかから頻繁に用いられている Gini係数，

Theil測度および Atkinson測度 Aが採用される。相対測度の代表としてパラ

メータ e をもつ Atkinson測度 Aと絶対測度の代表としてパラメータ a をもつ

Kolm測度 Kが以下に明示される。

4) この2つの性質の「混合性」あるいは「中間型」測度に関する論議については，Kolm
(1976，1976a)， Pfingsten (1986，ch. 5)，Eichhorn (1988)，Bossert＝Pfingsten (1990)，
Seidl＝Pfingsten (1997)などを参照。

5) Atkinson (1970).
6) Sen (1973).
7) Kolm (1976).

日本における所得分配の絶対的及び相対的不平等の計測：
一般化ローレンツ曲線と基数型測度－１３０－



1 x i / x
1 e
f x i

i

n
1
1 e
, e 0, e 1.A

1
i

n
x i / x

f x i
, e 1.A

i

1
a
log exp a x x i f x i

i

n

, a 0.K

ここに，x は平均所得，f（x（i））は所得 x（i）をもつ個人比を各々表わす。

e＝a＝０のとき，A＝K＝０となり，x で最低所得を表わすとき，e および a

が＋∞に近づくにつれて，A は１－x / x に，K は x－x に各々近づく。また，

e＞０および a＞０で，すべての x（i）が等しい場合，A＝K＝０になる。

２．所得分配の擬順序

分配の優越性比較や擬順序比較とよばれる評価法は，いわゆるローレンツ曲

線や絶対型ローレンツ曲線を利用して行われるのが一般的だが，これらの曲線

は一般化ローレンツ曲線の特別の場合とみなすことができる8)。しかし，この

３種類の曲線が測定しているものは，相対的不平等，絶対的不平等，不平等と

効率の混合というように異なっている。そこで，ローレンツ擬順序，一般化ロー

レンツ擬順序，絶対型ローレンツ擬順序，各々に対応するローレンツ曲線，一

般化ローレンツ曲線，絶対型ローレンツ曲線が以下に明示される。所得の大き

さの順に並べられた所得ベクトルを

X (x1,x2,..., xn ),x1 x2 ... xn．

と書くとき，ローレンツ曲線（LC）は次の直交座標点を原点（０，０）から順

に線分で結んだ多角形で表わされる。

k
n
, 1
n X

xi
i

k

, k N

ここに，n Xは分配 X の平均値である。Shorrocks（１９８３）および Kakwani（１９８４）

8) Shorrocks (1983)，Moyes (1987)，拙稿 (1991，1999)などを参照。
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によって提案された一般化ローレンツ曲線（GLC）は通常の LCを分配の平均

値分だけスケール・アップしたものだから，分配 X の GLCの縦座標は，

GL X, k
n

1
n

xi
i

k

, k N

と表わされる。ここに，GL（X，０）＝０と定義する。分配 X の絶対型ローレン

ツ曲線（ALC）は，分配 X においてその平均値分だけずらした分配の GLCで

あると定義されるから，その縦座標は，

AL X, k
n

1
n

xi X
i

k

, k N

と表わされる。次節で図示されるように，ALCは所得が平均所得よりも低い

ところでは減少し，高いところでは増加する。そして，その２つの端点はゼロ

で，もしすべての所得が等しいならば，ALCは横軸に一致する。ローレンツ

擬順序と絶対型ローレンツ擬順序とは対照的な性質をもっているが，特別の場

合には両者の判断は同一になる。つまり，２つの分配の平均値が同一ならば，

LCと ALCとは同一の判断をもたらす。

３．所得不平等の時系列比較

我が国における所得分配の不平等性の時系列変動を明らかにするための所得

データとして，『国民生活基礎調査』（厚生労働省）の１７から２５所得階級データ

が採用される9)。世帯構成に関する情報が利用できるならば等価所得を用いる

ことが望ましいが，ここではそのような情報が利用できないから，世帯の総所

得が用いられる10)。

9) つまり，階級別世帯比と階級別所得値が利用されるが，『国民生活基礎調査』にお
ける所得階級数の1970年代中期から21世紀の初頭までの推移については，拙稿
（2006）を参照。また，我が国の所得分配に関する統計資料の概要とその問題点は，
青木（1979），橘木・八木（1994），拙稿（1995）などを参照。

10) 八木・橘木（1996）によると，「家計総所得で所得分配の不平等度を計測する場合
の方が，世帯員単純1人当り所得で計測する場合よりも，家計の経済厚生をより正確
に反映している」。

日本における所得分配の絶対的及び相対的不平等の計測：
一般化ローレンツ曲線と基数型測度－１３２－



３．１相対型および絶対型測度の時系列比較

表３－１は我が国の所得分配の Gini係数，Theil測度，パラメータ e＝１/２

の場合の Atkinson測度およびパラメータ a＝１/２，１．０の場合の Kolm測度の

時系列推移（１９７５－２００３）を表わしていて，Kolm測度の場合は消費者物価指

数（CPI）によって調整されている。表３－１により作成された図３－１は我

が国の所得分配の相対不平等測度の時系列変動を示している。Gini係数と Theil

測度の値の範囲内に Atkinson値を収めるために，Atkinson値は２．５倍されてい

るが，これらの相対的不平等は１９７０年代後半から２００２年頃まで上昇傾向にある

表３－１ 相対型および絶対型不平等測度の時系列推移

所得年 Gini Theil Atkinson0.5 Kolm0.5/cpi Kolm1.0/cpi

１９７５ ０．３３５２ ０．１８０２ ０．０９１４６ １．２５４６ １．８７２８
１９７６ ０．３２２３ ０．１６６２ ０．０８５６７ １．２８６８ １．９５０８
１９７７ ０．３２５８ ０．１６９８ ０．０８７０８ １．３１６７ １．９８０８
１９７８ ０．３１５３ ０．１５９７ ０．０８２８７ １．３４４７ ２．０５５６
１９７９ ０．３２４８ ０．１７３３ ０．０８７４５ １．４７９９ ２．２０８５
１９８０ ０．３２５７ ０．１７２５ ０．０８７４５ １．４４０５ ２．１５０４
１９８１ ０．３３３８ ０．１７９６ ０．０９１５８ １．５３１１ ２．２５７１
１９８２ ０．３５１５ ０．２０９９ ０．１０２９９ １．７１５８ ２．４６６７
１９８３ ０．３５２３ ０．２１５１ ０．１０４１６ １．７１８８ ２．４６６２
１９８４ ０．３５３６ ０．２１３４ ０．１０４２９ １．８１４０ ２．５９２１
１９８５ ０．３６１１ ０．２２１３ ０．１０８５３ １．８８９１ ２．６７４５
１９８６ ０．３５９５ ０．２１７９ ０．１０７２４ １．９６４１ ２．７７３５
１９８７ ０．３６１３ ０．２１８３ ０．１０８０４ ２．０１７７ ２．８３７６
１９８８ ０．３７２７ ０．２３３７ ０．１１５２０ ２．２６３６ ３．１３０５
１９８９ ０．３７３３ ０．２３４２ ０．１１５７８ ２．３２４４ ３．２１０８
１９９０ ０．３６９３ ０．２２８２ ０．１１３５８ ２．４０７１ ３．３３０１
１９９１ ０．３７８８ ０．２３９３ ０．１２００４ ２．５３７５ ３．４８２４
１９９２ ０．３７５６ ０．２３３３ ０．１１７７１ ２．５９４８ ３．５５７５
１９９３ ０．３７１５ ０．２２８２ ０．１１４６９ ２．６０９９ ３．５８１３
１９９４ ０．３８４３ ０．２４４５ ０．１２３０４ ２．６６２６ ３．６１７９
１９９５ ０．３７４６ ０．２３１９ ０．１１６６１ ２．５９６３ ３．５５４２
１９９６ ０．３９１０ ０．２５１９ ０．１２６７３ ２．７３６０ ３．６７９６
１９９７ ０．３９０９ ０．２５１８ ０．１２６５３ ２．６２８８ ３．５４５４
１９９８ ０．３８０３ ０．２３９４ ０．１２０４７ ２．５０９８ ３．４３７４
１９９９ ０．３９５５ ０．２５８４ ０．１２８５９ ２．４５２９ ３．３０６９
２０００ ０．３９６２ ０．２５９５ ０．１２９６６ ２．４３６０ ３．２９６７
２００１ ０．３９７１ ０．２５９４ ０．１２９６３ ２．４０５１ ３．２４８４
２００２ ０．３９９０ ０．２６３０ ０．１３１６６ ２．４００４ ３．２４８７
２００３ ０．３９０８ ０．２５２１ ０．１２６４２ ２．３０８９ ３．１５３０

（資料）厚労省『国民生活基礎調査』各年版により計測・作成。
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といえよう。それ以降の相対的不平等の変動には，今のところ特別の傾向はな

いようだ。全世帯と高齢者世帯の所得分配に関する Gini係数は，『平成１４年国

民生活基礎調査』において２０００年の所得についてから公表されるようになっ

た11)。その公表 Gini係数と，全世帯についての２５階級データから推計された Gini

係数の推移を示す図３－２によって，そのことがわかる12)。

CPIによって調整された Kolm測度の時系列変動を示した図３－３によると，

絶対的不平等は１９７０年代後半から１９９０年代半ば頃まで急上昇し，それ以降低下

11) それ以前の Gini係数は，不連続的に不定期にしか公表されていない。
12) よく知られているように高齢者世帯に関する所得不平等度のほうが，全世帯に関
する所得不平等度よりも一般的におおきく，また変動は激しい。ここでの公表 Gini
係数でもあるていどそのことが窺われる。

図３－１ 相対不平等測度の時系列変動

（資料）表３－１により作成。

日本における所得分配の絶対的及び相対的不平等の計測：
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傾向にあるようだ。表３－２によると，名目所得は１９９０年代前半から，実質所

得は１９９０年代中期から低下傾向にあり，また消費者物価指数は１９９０年代後期か

ら低下傾向を示しているから，絶対的不平等の低下傾向は実質所得の低下時期

にほぼ一致しているし，消費者物価指数の低下時期にあるていど重なっている

（図３－４）。

相対不平等測度はバブル経済期やその後の１０年不況期にも上昇傾向を示した

ことから，約３０年間という中期的なその変動傾向は，景気の好・不況にはほと

んど影響をうけないが，経済が高成長期にあるか低成長期にあるかには左右さ

れるようである13)。絶対的不平等は，経済が高成長期にあるか低成長期にある

かよりも，プラス成長期にあるかゼロないしマイナス成長期にあるかに関連し

図３－２ 公表及び推定ジニ係数の時系列変動

（資料）表３－１に同じ。
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ているようで，とくに景気循環の影響はないようである14)。しかし，少数の不

平等測度によって示される変動傾向に関するこのような実証結果をすべて受容

することは困難であることが次節において実証される。

３．２擬順序による分配の時系列比較

さてここでは，通常型，一般化および絶対型ローレンツ曲線によって，基数

13) 『家計調査年報』を利用した拙稿（1979）によると，我が国の勤労者世帯を中心
とした所得分配の不平等（Theil測度）は1960年代から1970年代初期にかけて低下し
ている。

14) しかし，1990年代の不況の影響は1990年代中期から絶対的不平等指標の減少とし
て現れるようである。

図３－３ 絶対不平等測度の時系列変動

（資料）図３－１に同じ。
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測度による実証結果の頑健性を調べる。GLCは通常の LCを分配の平均値分だ

けスケール・アップしたものだから，その高さは所得水準を反映し，その形状

は不平等性を表わす。ALCは，その定義からゼロか負値であり，分配が平等

なほどゼロ，つまり直交座標における横軸に近づく。GLCおよび ALCは分配

の所得水準自体に影響をうけるから，以下の GLCおよび ALCは，実質所得に

ついて計測された結果である。

表３－２ 消費者物価指数と世帯所得の推移
全国０５年基準＝１００ 単位：万円

所得年 年平均 CPI 平均所得 実質所得 所得中央値

１９７５ ５７．４ ２６４．７ ４６１．１５ ２２２
１９７６ ６２．８ ３０９．１ ４９２．２０ ２５８
１９７７ ６７．８ ３３６．０ ４９５．５８ ２８０
１９７８ ７０．３ ３５８．５ ５０９．９６ ３００
１９７９ ７２．９ ３７７．６ ５１７．９７ ３２２
１９８０ ７８．７ ４０１．８ ５１０．５５ ３４１
１９８１ ８２．６ ４２９．７ ５２０．２２ ３６０
１９８２ ８４．７ ４４４．４ ５２４．６８ ３８０
１９８３ ８６．４ ４５７．５ ５２９．５１ ３９０
１９８４ ８８．３ ４７２．７ ５３５．３３ ４０４
１９８５ ９０．１ ４９３．３ ５４７．５０ ４１８
１９８６ ９０．４ ５０５．６ ５５９．２９ ４３０
１９８７ ９０．２ ５１３．２ ５６８．９６ ４３５
１９８８ ９０．７ ５４５．３ ６０１．２１ ４５３
１９８９ ９２．８ ５６６．７ ６１０．６７ ４７１
１９９０ ９５．６ ５９６．６ ６２４．０６ ５００
１９９１ ９８．８ ６２８．８ ６３６．４４ ５２１
１９９２ １００．４ ６４７．８ ６４５．２２ ５４９
１９９３ １０１．６ ６５７．５ ６４７．１５ ５５０
１９９４ １０２．０ ６６４．２ ６５１．１８ ５４５
１９９５ １０１．８ ６５９．６ ６４７．９４ ５５０
１９９６ １０１．８ ６６１．２ ６４９．５１ ５４０
１９９７ １０３．４ ６５７．７ ６３６．０７ ５３６
１９９８ １０４．１ ６５５．２ ６２９．３９ ５４４
１９９９ １０３．７ ６２６．０ ６０３．６６ ５０６
２０００ １０２．８ ６１６．９ ６００．１０ ５００
２００１ １０１．８ ６０２．０ ５９１．３６ ４８５
２００２ １００．７ ５８９．３ ５８５．２０ ４７６
２００３ １００．４ ５７９．７ ５７７．３９ ４７６

（資料）総務省統計局『消費者物価指数年報』及び厚労省『国民生活基礎調査』各
年版により作成。
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a） ローレンツ擬順序

例えば，ローレンツ擬順序とは，次のローレンツ優越性規準によって不平等

性を評価する方法である。

ローレンツ優越性；分配の対，X，Y において，X の LCが Y の LCの下方

に位置していないとき，分配 X は分配 Y を「ローレンツ優越」するという。

この場合，分配 X は分配 Y よりも不平等でないことを意味している。

そこでまず，通常のローレンツ曲線を用いると，相対的不平等性に係わるロー

レンツ優越関係を表わす表３－３をえる15)。この表によると１９７５年から２００３年

に関する分配の２１の組合せ中１０組で各々のローレンツ曲線が交叉していない。

図３－４ 消費者物価指数と実質所得の時系列変動

（資料）表３－２により作成。
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例えば，１９７５年の LCが１９８５年の LCを優越している，つまり前者が後者より

も不平等でないことは図３－５を利用することで判断でき，これを I（７５）≦I

（８５）と書くことにする。また，I（７５）≦I（００）であることは図３－６からわかる。

しかし，１９７５年と１９８０年の所得分配のローレンツ曲線は互いに複数箇所で交叉

している16)。このような場合に２つの分配の優越性が判定できないのではなく，

判定しないのが擬順序の立場である。したがって，不平等の時系列比較に関し

てローレンツ擬順序の立場からは，「１９７５年の所得分配は１９８５年以降２１世紀初

頭までの分配よりも平等，１９８０年の所得分配は１９９０年以降２１世紀初頭までの分

配よりも平等，１９９０年の所得分配は２０００年の分配よりも平等である」というこ

とがいえるだけである。つまり，擬順序の立場を受け入れると相対的不平等の

上昇傾向とか低下傾向を問題にすることはあまり意味がない。

b） 一般化ローレンツ擬順序

一般化ローレンツ曲線（GLC）は不平等と効率の混合といういくぶん曖昧な

15) 交点座標は付表3−1を参照。
16) 数値計算では1975年と1980年の分配のローレンツ曲線の下部で3回，上部で3回交
叉していることが確認されるが，各々の個所の各々の交点が近接しているので総交
叉数は2回とみなすことが可能である。そして，この上部と下部でのローレンツ曲線
の交叉を無視できるならば，I（80）≦I（75）がいえる。

表３－３ ローレンツ優越関係

１９８０ １９８５ １９９０ １９９５ ２０００ ２００３

１９７５ X（２） ≦ ≦ ≦ ≦ ≦

１９８０ X（２） ≦ ≦ ≦ ≦

１９８５ X（１） X（１） X（１） X（１）

１９９０ X（２） ≦ X（２）

１９９５ X（１） X（２）

２０００ X（６）

（資料）付表３－１により作成。
（注）１．X：交叉があることを示し，（ ）内の数字は交叉の回数を表す。

２．≦：上側の分配のほうが左側の分配よりも相対的不平等度が低くないこ
とを示す。

日本における所得分配の絶対的及び相対的不平等の計測：
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ものを評価していることになるが，ここでは厚生を測っていることにする。GLC

を用いると17)，厚生に係わる一般化ローレンツ優越関係を表わす表３－４をえ

る。この表によると１９７５年から２００３年に関する分配の２１の組合せ中１５組で各々

の GLCが交叉していないので，次の３点はいえるだろう。

１）１９７５年の所得分配は１９８０年以降２１世紀初頭までの分配よりも厚生が低い。

２）１９８０年および１９８５年の所得分配は１９９０年および１９９５年の分配よりも厚生

が低い。

３）１９９０年の所得分配は１９９５年の分配よりも厚生が低いが，２１世紀初頭の分

17) 例えば，図3－7，図3－8，図3－9などを参照。

図３－５ ローレンツ曲線の比較（１９７５，１９８５）

（資料）表３－１に同じ。
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表３－４ 一般化ローレンツ優越関係

１９８０ １９８５ １９９０ １９９５ ２０００ ２００３

１９７５ w≦ w≦ w≦ w≦ w≦ w≦

１９８０ X（１） w≦ w≦ X（１） X（１）

１９８５ w≦ w≦ X（１） X（１）

１９９０ w≦ w≧ w≧

１９９５ w≧ w≧

２０００ ＝

（資料）表３－１に同じ。
（注）１．X：交叉があることを示し，（ ）内の数字は交叉の回数を表す。

２．w≦：上側の分配のほうが左側の分配よりも厚生が低くないことを示す。
３．w≧：上側の分配のほうが左側の分配よりも厚生が高くないことを示す。
４．＝：GLCが重なっていることを示す。

図３－６ ローレンツ曲線の比較（１９７５，２０００）

（資料）表３－１に同じ。
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配よりも厚生が高い。

つまり，１９７０年代中期から２１世紀の初頭までにおいて，１９７０年代中期の所得分

配の厚生が一番低く，１９９０年代中期の所得分配の厚生が一番高いことはいえる

ようである。このように厚生についての擬順序は相対的不平等についての擬順

序とかなり異なる。前者が実質所得を用いて計測されているとはいえ，この時

期については効率という名の平均所得の役割が重いようである。平均所得が他

方の分配よりも高いという意味の「平均優越性」のウエイトが「ローレンツ優

越性」を相殺するほど重い場合があり得ることが，理論的には指摘されていた

が18)，ここでの結果がまさにその実証例になっている。

図３－７ 一般化ローレンツ曲線の比較（１９７５，１９８０，１９８５，１９９０）

（資料）表３－１に同じ。
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c） 絶対型ローレンツ擬順序

ALCを用いると19)，絶対的不平等性に係わる絶対型ローレンツ優越関係を表

わす表３－５をえる。この表によると１９７５年から２００３年に関する分配の２１の組

合せ中２０組で各々の ALCが交叉していないから，Kolm測度によって明らかに

された絶対的不平等の時系列推移の結果を弱い形で支持することができる。つ

まり，絶対的不平等は１９７０年代中期から１９９０年代半ば頃まで上昇し，それ以降

２１世紀初頭まで低下している。ここでの絶対型ローレンツ擬順序による結果は，

相対的不平等を評価するローレンツ擬順序による結果と同一ではないが，おお

18) 拙稿(1991, p.54).
19) 例えば，図3−10，図3−11，図3−12などを参照。

図３－８ 一般化ローレンツ曲線の比較（１９７５，１９９５，２０００）

（資料）表３－１に同じ。
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表３－５ 絶対型ローレンツ優越関係

１９８０ １９８５ １９９０ １９９５ ２０００ ２００３

１９７５ ≦ ≦ ≦ ≦ ≦ ≦

１９８０ ≦ ≦ ≦ ≦ ≦

１９８５ ≦ ≦ ≦ ≦

１９９０ ≦ ≦ ≦

１９９５ ≧ ≧

２０００ ＝

（資料）表３－１に同じ。
（注）１．≦：上側の分配のほうが左側の分配よりも絶対的不平等度が低くないこ

とを示す。
２．≧：上側の分配のほうが左側の分配よりも絶対的不平等度が高くないこ

とを示す。
３．＝：ALCが重なっていることを示す。

図３－９ 一般化ローレンツ曲線の比較（１９８０，１９９５）

（資料）表３－１に同じ。
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きな矛盾はない。

お わ り に

Gini係数，Theil測度および Atkinson測度によると，我が国の所得分配の相

対的不平等は１９７０年代後半から２００２年頃まで上昇傾向にあるといえよう。しか

し，ローレンツ曲線を利用する擬順序の立場を受け入れるならば，分配の２１の

組合せ中１０組でしか比較ができないので，相対的不平等の上昇傾向とか低下傾

向を問題にすることはあまり意味がない。CPIによって調整された Kolm測度

によると，所得の絶対的不平等は１９７０年代後半から１９９０年代半ば頃まで急上昇

図３－１０ 絶対型ローレンツ曲線の比較（１９７５，１９８０，１９８５，１９９０）

（資料）表３－１に同じ。
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し，それ以降低下傾向にあるようだ。絶対型ローレンツ擬順序によっても分配

の２１の組合せ中２０組で比較ができるので，絶対的不平等は１９７０年代中期から

１９９０年代半ば頃まで上昇し，それ以降２１世紀初頭まで低下しているといえる。

一般化ローレンツ曲線によると分配の２１の組合せ中１５組で各々交叉していない

ので，通常のローレンツ曲線よりも比較可能性は高まるが，不平等と効率の混

合といういくぶん曖昧なものを評価しており，ここでは平均所得が実質化され

ているにもかかわらず，それが他方の分配よりも高いという意味の「平均優越

性」のウエイトが「ローレンツ優越性」を相殺するほど重い場合の実例を示し

ている。

以上のように，比較する分配の数が多くなればなるほど不平等の基数型測度

図３－１１ 絶対型ローレンツ曲線の比較（１９７５，１９９５，２０００）

（資料）表３－１に同じ。
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の測定結果と擬順序の測定結果とが異なる可能性が高まる。基数型測度は分配

の集合を完全に順序付けることができるという意味で「完備性」を具えている。

しかし，Senが指摘するように，「このアプローチには欠陥が内在していると

論ずることも可能である。なぜなら，不平等性の概念は，その本来の性質とし

て「完備性」を具えているのではないからである」（Sen，１９７３，p．４７）。した

がって，擬順序を完備な順序に拡張する過程である種の恣意性がどうしても入

り込んでしまう。つまり，不平等性は本来，多次元の概念であり，所得ベクト

ルをスカラーに圧縮する過程で，重要な情報がどうしても抜け落ちることにな

るが，その情報の取捨選択には価値判断が伴うのである。基数測度と擬順序の

どちらを採用するかの問題のほかに20)，相対的不平等と絶対的不平等のどちら

図３－１２ 絶対型ローレンツ曲線の比較（１９９０，１９９５，２０００）

（資料）表３－１に同じ。
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に関心があるのかが問題になる。すべての個人所得の等比例的な変化を不平等

性の不変とみなし，等額増を平等化とみる立場ならば，「ローレンツ擬順序」

を採用することになる。これにたいし，すべての個人所得の等額変化を不平等

性の不変とみなし，等比例増を不平等化とみる立場ならば，「絶対型ローレン

ツ擬順序」を採用することになる。

20) 不平等の評価において擬順序を採用することが望ましいことの主張は，拙稿
（1999）を参照。

付表３－１ ローレンツ曲線の交点座標

１９８０ １９８５ １９９０ １９９５ ２０００ ２００３

１９７５（．０６３６，．０１１９）

１９７５（．８９２５，．７５４０）

１９８０ （．０１６２，．００１９）

１９８０ （．０１７７，．００２１）

１９８５ （．９２９３，．７９６８）（．８９９８，．７４０７）（．９６１４，．８６７４）（．９３６４，．８１１６）

１９９０ （．０１２０，．００１０） （．０１２６，．００１１）

１９９０ （．８９３３，．７２７２） （．９５６８，．８５９１）

１９９５ （．０１１１，．０００９）（．０１２９，．００１１）

１９９５ （．０２１７，．００２１）

２０００ （．１１６３，．０１９３）

２０００ （．１２０４，．０２０５）

２０００ （．１８３２，．０４０１）

２０００ （．２３０９，．０５８６）

２０００ （．２３８９，．０６２２）

２０００ （．９８５５，．９４０７）

（資料）『国民生活基礎調査』各年版により計測。
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